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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次  
第47期
第１四半期
累計期間

第48期
第１四半期
累計期間

第47期

会計期間  
自　2018年４月１日

至　2018年６月30日

自　2019年４月１日

至　2019年６月30日

自　2018年４月１日

至　2019年３月31日

売上高 （千円）  1,621,028 1,647,025 6,801,476

経常利益 （千円）  273,433 287,995 1,276,322

四半期(当期)純利益 （千円）  163,438 188,180 818,406

持分法を適用した場合の
投資利益

（千円）  ― ― ―

資本金 （千円）  513,360 513,360 513,360

発行済株式総数 （千株）  11,784 11,784 11,784

純資産額 （千円）  6,719,715 7,054,503 7,125,292

総資産額 （千円）  9,793,208 9,840,727 10,284,558

１株当たり四半期（当期）
純利益

（円）  13.87 15.97 69.46

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円）  ― ― ―

１株当たり配当額 （円）  ― ― 14.00

自己資本比率 （％）  68.6 71.7 69.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円）  123,687 58,591 934,856

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円）  △18,938 △41,489 △60,274

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円）  △112,292 △461,355 △117,657

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円）  5,783,565 6,103,780 6,548,032
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者

の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1)　財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期累計期間における当社を取り巻く事業環境は、政府主導による、待機児童解消に必要な保育の受け皿

の確保や保育士の待遇改善が行われ、徐々にその効果が表れてきていますが、都市部において待機児童問題は引続き

深刻化しております。一方で、本年10月から予定されています幼児教育・保育の無償化は、段階的に推進されてきた

子育て支援を一気に加速化するものと期待されています。

このような状況のもと、当第１四半期累計期間は、前事業年度の値上げによる課外クラブの会員数の一時的な減少

を取り戻すべく、「人を喜ばす」ことに注力しております。人を喜ばせ、一人でも多くのファンを作ることが売上利

益につながるものと考え、新規園の契約、新規会員の獲得に取り組んでまいりました。

また、幼児教育・保育の無償化は、幼稚園・保育園の選択や子どもへの教育費の増加につながると思われ、当社の

担う役割がますます大きくなるものと考えております。

このような事業環境を背景に、当第１四半期累計期間における売上高は、1,647百万円（前年同四半期比1.6％

増）、経常利益287百万円（前年同四半期比5.3％増）、四半期純利益188百万円（前年同四半期比15.1％増）となりま

した。

当第１四半期累計期間の１株当たり四半期純利益は15円97銭となりました。前第１四半期累計期間の１株当たり四

半期純利益は13円87銭、前事業年度における１株当たり当期純利益は69円46銭でした。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①幼児体育指導関連事業

正課体育指導の実施会場数は前事業年度末の1,132園から27園増加し、当第１四半期会計期間末は1,159園となりま

した。

また当第１四半期会計期間末における課外体育指導の実施会場数及び会員数は、1,132カ所62,738名となりました。

前事業年度末における課外体育指導の実施会場数及び会員数は、1,115カ所63,587名でした。課外体育指導の会員数

は、前事業年度末の会員数に対して1.3％減となっておりますが、前第１四半期会計期間末の会員数に対しては1.1％

の増加となっております。

会員数も前年同四半期では上回り、契約園数が堅調に増加したため、幼児体育指導関連事業に係る売上高は1,546百

万円（前年同四半期比1.9％増）、セグメント利益は234百万円（前年同四半期比6.3％増）となりました。

 
②コンサルティング関連事業

コンサルティング契約件数は、前事業年度末の254件から、当第１四半期会計期間末は223件となりました。

コンサルティング契約件数は減少し、コンサルティング関連事業に係る売上高は100百万円（前年同四半期比2.4％

減）となりました。一方、セグメント利益は個別経営指導の増加で契約園減少の利益減をカバーした結果、46百万円

（前年同四半期比2.9％増）となりました。
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（資産）

当第１四半期会計期間末における総資産残高は9,840百万円となっており、前事業年度末に対して443百万円の減少

となりました。

流動資産については、前事業年度末に対して369百万円の減少となりました。これは主に、現金及び預金が444百万

円減少する一方、売掛金が46百万円増加したためです。

固定資産については、前事業年度末に対して74百万円の減少となりました。これは主に、投資有価証券の時価評価

額の減少135百万円、繰延税金資産70百万円増加したためです。

（負債）

当第１四半期会計期間末における負債残高は2,786百万円となっており、前事業年度末に対して373百万円の減少と

なりました。

流動負債については、前事業年度末に対して398百万円の減少となりました。これは主に、社債の償還による減少

300百万円及び未払法人税等が130百万円減少する一方、賞与引当金が91百万円増加したためです。

固定負債については、前事業年度末に対して25百万円の増加となりました。これは、退職給付引当金が25百万円増

加したためです。

（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産残高は、7,054百万円となっており、前事業年度末に対して、70百万円の減

少となりました。減少の要因は主として、利益剰余金の増加23百万円、その他有価証券評価差額金が93百万円減少し

たためです。

 

(2)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期累計期間末における現金及び現金同等物は、前第１四半期累計期間末より320百万円増加し、6,103百

万円（前年同四半期比5.5％増）となりました。

当第１四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期累計期間における営業活動の結果得られたキャッシュ・フローは、58百万円の収入となりました（前年

同四半期は123百万円の収入）。これは営業利益280百万円、運転資本の変動△103百万円、運転資本以外の資産及び負

債項目の変動105百万円、税金等の支出241百万円等に因るものです。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期累計期間における投資活動の結果使用したキャッシュ・フローは、41百万円の支出となりました（前

年同四半期は18百万円の支出）。これは設備投資52百万円の支出等に因るものです。

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期累計期間における財務活動の結果使用したキャッシュ・フローは、461百万円の支出となりました（前

年同四半期は112百万円の支出）。これは、社債の償還による支出300百万円及び配当金の支払による支出161百万円等

に因るものです。
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(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

　

(4)　目標とする経営指標

当社は「高成長・高収益企業」の実現を目指し、持続的な売上成長を図るとともに、売上高経常利益率15％以上を

達成することを目標としており、重要な変更はありません。

 
(5)　研究開発活動

該当事項はありません。

 

(6)　業績予想に関する定性的情報

2020年３月期の業績予想については、以下に示すとおりです。2019年５月20日に公表した数値と変更はありませ

ん。

 

2020年３月期の業績予想 (2019年４月１日～2020年３月31日)

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

 百万円 百万円 百万円 百万円 円　 　銭

通期 7,050 1,280 1,300 830 70　　44

(参考)前期実績
6,801 1,255 1,276 818 69　　46

(2019年３月期)
 

なお、上記の業績予想については、当社が当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(7)　設備投資計画

当第１四半期累計期間における重要な設備の新設に係る計画は、以下のとおりであります。

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容
投資予定金額

着手年月 完了予定総額
(千円)

既支払額
(千円)

本社(東京都品川区) 全社共通 基幹系システム 112,000 75,507 2017年12月 2019年11月

 

（注）　１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．投資予定金額については、自己資金を充当する予定です。　

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2019年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年７月31日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,784,000 11,784,000

東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ

 (スタンダード）

単元株式数は100株
であります。

計 11,784,000 11,784,000 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

 2019年６月30日 － 11,784 － 513,360 － 365,277

 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2019年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

　　2019年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式
1,200 ― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

 
11,779,600 117,796 単元株式数は100株

単元未満株式
普通株式

 
3,200 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  11,784,000 ― ―

総株主の議決権 ― 117,796 ―
 

 
② 【自己株式等】

　　2019年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

幼児活動研究会株式会社
東京都品川区西五反田
二丁目11番17号

1,200 ― 1,200 0.01

計 ― 1,200 ― 1,200 0.01
 

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第２項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(2019年４月１日から2019年６月

30日まで)及び第１四半期累計期間(2019年４月１日から2019年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、ＰｗＣ

京都監査法人による四半期レビューを受けております。

 
３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2019年３月31日)
当第１四半期会計期間
(2019年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 6,548,032 6,103,780

  売掛金 198,382 244,655

  商品 2,072 1,792

  貯蔵品 2,425 849

  その他 63,979 95,358

  貸倒引当金 △631 △1,558

  流動資産合計 6,814,260 6,444,877

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） ※1  62,345 ※1  64,113

   構築物（純額） 0 0

   工具、器具及び備品（純額） 34,745 30,422

   土地 236,334 236,334

   有形固定資産合計 333,426 330,871

  無形固定資産 170,478 168,297

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,106,826 1,971,472

   繰延税金資産 425,368 496,109

   保険積立金 271,592 271,592

   投資不動産（純額） 82,100 82,100

   その他 80,505 75,406

   投資その他の資産合計 2,966,393 2,896,681

  固定資産合計 3,470,297 3,395,849

 資産合計 10,284,558 9,840,727
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2019年３月31日)
当第１四半期会計期間
(2019年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 103,626 88,478

  1年内償還予定の社債 300,000 －

  未払金 211,577 90,508

  未払費用 34,710 42,288

  未払法人税等 282,037 151,774

  前受金 3,594 41,273

  賞与引当金 178,311 269,874

  その他 130,111 161,593

  流動負債合計 1,243,969 845,791

 固定負債   

  退職給付引当金 1,645,008 1,670,144

  長期未払金 270,288 270,288

  固定負債合計 1,915,296 1,940,432

 負債合計 3,159,265 2,786,223

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 513,360 513,360

  資本剰余金   

   資本準備金 365,277 365,277

   資本剰余金合計 365,277 365,277

  利益剰余金   

   利益準備金 15,666 15,666

   その他利益剰余金 5,848,176 5,871,398

   利益剰余金合計 5,863,842 5,887,064

  自己株式 △391 △493

  株主資本合計 6,742,088 6,765,208

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 383,204 289,295

  評価・換算差額等合計 383,204 289,295

 純資産合計 7,125,292 7,054,503

負債純資産合計 10,284,558 9,840,727
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

売上高 1,621,028 1,647,025

売上原価 1,073,728 1,077,073

売上総利益 547,300 569,951

販売費及び一般管理費 281,566 289,054

営業利益 265,734 280,896

営業外収益   

 受取配当金 5,980 6,041

 受取手数料 592 823

 その他 2,510 1,603

 営業外収益合計 9,084 8,467

営業外費用   

 支払利息 723 707

 その他 661 661

 営業外費用合計 1,385 1,369

経常利益 273,433 287,995

税引前四半期純利益 273,433 287,995

法人税、住民税及び事業税 146,297 129,111

法人税等調整額 △36,302 △29,295

法人税等合計 109,995 99,815

四半期純利益 163,438 188,180
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 273,433 287,995

 減価償却費 11,902 10,656

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 469 927

 受取利息及び受取配当金 △5,980 △6,041

 支払利息 723 707

 売上債権の増減額（△は増加） △23,817 △46,273

 商品の増減額（△は増加） 261 279

 貯蔵品の増減額（△は増加） △578 1,576

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △17,865 △31,378

 仕入債務の増減額（△は減少） △28,286 △15,147

 賞与引当金の増減額（△は減少） 96,550 91,563

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 38,191 25,135

 前受金の増減額（△は減少） 42,622 37,678

 未払金の増減額（△は減少） △57,037 △81,597

 未払消費税等の増減額（△は減少） 29,541 15,245

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 9,774 6,996

 その他 △4,308 △2,509

 小計 365,596 295,813

 利息及び配当金の受取額 5,980 6,041

 利息の支払額 △1,447 △1,431

 法人税等の支払額 △246,441 △241,832

 営業活動によるキャッシュ・フロー 123,687 58,591

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 － △5,926

 無形固定資産の取得による支出 △17,002 △46,177

 その他 △1,935 10,614

 投資活動によるキャッシュ・フロー △18,938 △41,489

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 社債の償還による支出 － △300,000

 自己株式の取得による支出 － △102

 配当金の支払額 △112,292 △161,252

 財務活動によるキャッシュ・フロー △112,292 △461,355

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,542 △444,252

現金及び現金同等物の期首残高 5,791,108 6,548,032

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  5,783,565 ※１  6,103,780
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当第１四半期会計期間
(自　2019年４月１日　至　2019年６月30日)

該当事項はありません。
 

 

(会計方針の変更等)

当第１四半期累計期間
(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

該当事項はありません。
 

 
(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期累計期間
(自　2019年４月１日　至　2019年６月30日)

該当事項はありません。
 

 

(四半期貸借対照表関係)

※１　国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内訳は次のとおりでありま

　　　す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

 
前事業年度

(2019年３月31日)
当第１四半期会計期間
(2019年６月30日)

　圧縮記帳 1,179 1,179

　（うち、建物附属設備） （1,179） （ 1,179）
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

 

 
前第１四半期累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

現金及び預金 5,783,565千円 6,103,780千円

預入期間が３か月を超える定期預金 －千円 －千円

現金及び現金同等物 5,783,565千円 6,103,780千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月26日
定時株主総会

普通株式 117,827 20 2018年３月31日 2018年６月27日 利益剰余金
 

 （注）当社は、2018年４月１日付で１株を２株に株式分割しておりますので、株式分割後に換算いたしますと、１株当

      たり配当額は10円となります。

 
２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

当第１四半期累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月25日
定時株主総会

普通株式 164,958 14 2019年３月31日 2019年６月26日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 

報告セグメント

幼児体育指導
関連事業

コンサルティング
関連事業

計

売上高    

  外部顧客への売上高 1,518,473 102,555 1,621,028

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ―

計 1,518,473 102,555 1,621,028

セグメント利益 220,399 45,334 265,734
 

 
　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 

報告セグメント

幼児体育指導
関連事業

コンサルティング
関連事業

計

売上高    

  外部顧客への売上高 1,546,973 100,052 1,647,025

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ―

計 1,546,973 100,052 1,647,025

セグメント利益 234,257 46,639 280,896
 

 
　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

１株当たり四半期純利益 13円87銭 15円97銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益(千円) 163,438 188,180

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 163,438 188,180

普通株式の期中平均株式数(千株) 11,782 11,782

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

自己株式の取得

当社は2019年７月31日開催の臨時取締役会において、以下のとおり、会社法第165条３項の規定により読み替えて

適用される同法第156条の規定に基づき自己株式を取得すること及びその具体的な取得方法について決議しました。

 
１．自己株式の取得を行なう理由

資本効率の向上を通じ株主の皆様への利益還元を図るとともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本政

策の実行を可能とするため、自己株式の取得を行なうものであります。

 
２．取得の方法

2019年７月31日の終値で、2019年８月１日午前８時45分の東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（Ｔｏ

ＳＴＮｅｔ－３）において買付けの委託を行なう（その他の取引制度や取引時間への変更は行なわない）。

当該買付注文は当該取引時間の限りの注文とする。

 
３．取得の内容

（1）取得する株式の種類 当社普通株式

（2）取得する株式の総数
180,000株（上限）
（発行済み株式数（自己株式を除く）に対する割合1.53％）

（3）株式取得価格の総額 200,000,000円（上限）
 

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書
 

２０１９年７月３１日

幼 児 活 動 研 究 会 株 式 会 社

 取 締 役 会 御 中
 

 
Ｐ ｗ Ｃ 京 都 監 査 法 人

 

 

指  定  社  員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 若　　山　　聡　　満 印

 

 

指  定  社  員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 岩　　崎　　亮　　一 印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている幼児活動研究会

株式会社の２０１９年４月１日から２０２０年３月３１日までの第４８期事業年度の第１四半期会計期間(２０１９年４

月１日から２０１９年６月３０日まで)及び第１四半期累計期間(２０１９年４月１日から２０１９年６月３０日まで)に

係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、幼児活動研究会株式会社の２０１９年６月３０日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　 上
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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